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事故影響の全体像を明らかに、
環境モニタリングの歩み

廃炉環境国際共同研究センター 環境モニタリンググループ 佐久間⼀幸・中間茂雄・吉村和也
【背景・⽬的・実施内容・結果】
福島第⼀原⼦⼒発電所事故の発⽣により、周辺環境に放射性物質が広く拡散したため、その分布を把握する必要がありました。
原⼦⼒機構は、避難指⽰区域の設定やその後の除染措置等による空間線量率の低減を踏まえた避難指⽰区域の解除の検討に資する
ため、事故直後から現在に⾄るまで発電所から半径80km圏内を中⼼に⼤規模な環境モニタリングを実施してきました。

航空機による空からの測定、⾛⾏・歩⾏・定点による地上での測定から得られた空間線量率データやそれぞれの特徴を⽣かしつつ
統計的に統合し、精度と空間分解能が⾼い空間線量率の統合した放射線量マップを作成し、継続的に公表しています。

今後も特定帰還居住区域等の避難指⽰解除に向け、空間線量率の減少傾向を継続的に評価し、タイムリーな情報提供を⾏い、地域
の復興へ貢献します。

福島廃炉安全⼯学研究所

空間線量率分布の統合マップ

避難指⽰区域の変遷と地域の復興
徐々に避難指⽰区域の解除が進み、県⼟に占める避難指⽰区域の割合は、
2011年4⽉時点の約12％から約2.2％(2024年7⽉時点)まで縮⼩しています。
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2011/4/22 避難指⽰区域、計画的
避難区域、緊急時避難準備区域が
設定
2011/9/30 緊急時避難準備区域が
解除

2013

2013/8/8 避難指⽰区域の⾒直し
により、帰還困難区域、居住制限
区域、避難指⽰解除準備区域が設
定
本格的な除染作業が開始

2016

2017/3/31までに、川俣町、飯舘町、
葛尾村、⽥村市、南相⾺市、浪江
町、川内村、楢葉町の居住制限区
域及び避難指⽰解除準備区域が解
除

2019

2020/3/10までに、双葉町、⼤熊町、
富岡町の居住制限区域及び避難指
⽰解除準備区
域が解除

避難指⽰解除が進むにつれて、⾃治体の業務再開
やインフラの復旧、公共施設の再開・建設など、
地域の復興が進んでいます。
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2011.3.11

東⽇本⼤震災

2012.3.1

広野町役場
本庁舎で
主要業務再開

2014.6.2

楢葉町役場
本庁舎で
主要業務再開

2016.7.1

飯舘村役場
本庁舎で
主要業務再開

2017.4.1

浪江町役場
本庁舎で
主要業務再開

2019.4.14

⼤熊町役場
新庁舎開庁

2022.8.27

双葉町役場
新庁舎開庁

2016.4.1

葛尾村役場
本庁舎で
主要業務再開

2017.3.6

富岡町役場
本庁舎で
主要業務再開

2015.3.1 

常磐⾃動⾞道の
全線開通

2017.8.12 

飯舘村：
道の駅までい館
オープン

2018.4.23

富岡町：
福島県ふたば医療センター
付属病院診療開始

2020.3.14

JR常磐線
全線開通

2021.3.20

浪江町：
道の駅なみえ
オープン

2023.4.10

⼤熊町：
学び舎ゆめの森
開校

2017

2023/ 5/1までに、特定復興再⽣拠
点区域（葛尾、⼤熊、双葉、浪江、
富岡、飯舘）が解除 浪江町・双葉町・⼤熊町・富岡町

の特定復興再⽣拠点区域

飯舘村・浪江町（津島地区）・葛尾村
の特定復興再⽣拠点区域

出典：双葉町HP出典：⼤熊町HP

空間分解能の異なる４つの空間線量率データを
それぞれの特徴を⽣かしつつ統計的に統合し
マップを作成
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